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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）の規定に

基づき、本町の景観計画の策定、行為の届出その他景観の形成に関し必要な事項を定め

ることにより、町民、事業者及び町が連携し、協力することにより景観づくりを推進し、

ふるさと栗山に愛着と誇りを持ち、いつまでも栗山町に住み続けたいと思える景観づく

りと、個性豊かで魅力あるまちづくりに寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 景観計画 法第８条第１項に規定する景観計画をいう。 

⑵ 景観づくり 良好な景観をまもり、ととのえ、つくり、はぐくむことをいう。 

⑶ 景観計画区域 法第８条第２項第１号に規定する景観計画区域をいう。 

⑷ 建築物等 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築

物（以下「建築物」という。）及び建築物以外の工作物で規則で定めるものをいう。 

⑸ 町民 町内に居住する者及び町内の土地若しくは建築物等の所有者又は占有者を



いう。 

⑹ 事業者 町内で事業活動を営む個人又は法人をいう。 

（基本理念等） 

第３条 人と自然にやさしいふるさとの景観づくりを基本理念とし、次の各号に掲げる基

本目標に基づき栗山らしい景観づくりを推進する。 

⑴ ふるさと栗山を感じる美しい自然景観をまもる。 

⑵ 栗山ブランドの礎となる豊かな農村景観をととのえる。 

⑶ ふれあいを育む魅力的なまちなみ景観をつくる。 

⑷ 町民が主役となって未来の景観をはぐくむ。 

（町の責務） 

第４条 町は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、景観づく

りを推進するために必要な施策を策定し、これを総合的かつ計画的に実施しなければな

らない。 

２ 町は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、町民及び事業者の参加機会を提供す

るよう努めなければならない。 

３ 町は、道路、公園その他の公共施設の整備等を行う場合にあっては、景観づくりに先

導的な役割を果たすよう努めるものとする。 

４ 町は、町民及び事業者の景観づくりに関する知識の普及及び意識の向上を図るため、

必要な措置を講ずるものとする。 

（町民の責務） 

第５条 町民は、基本理念にのっとり、自らが景観づくりの主体であることを認識し、積

極的に景観づくりに寄与するとともに、町が実施する景観づくりに関する施策に協力す

るよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、自らの施設及び事業活動が景観づくりに深いか

かわりを持つことを認識し、事業活動を行うに当たっては、その周辺の景観に必要な配

慮をするととも、町が実施する景観づくりに関する施策に協力するよう努めなければな

らない。 

（国等に対する協力要請） 

第７条 町長は、必要があると認めるときは、国若しくは地方公共団体又はこれらが設立



した団体に対し、景観づくりの推進に関して協力を要請するものとする。 

   第２章 景観計画の策定等 

（景観計画の策定等） 

第８条 町は、景観づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、第３条に規

定する基本理念等に基づき景観計画を策定するものとする。 

２ 町は、景観計画において、景観計画区域のうち特に景観づくりを推進する必要がある

と認める地区を、景観計画重点地区（以下「重点地区」という。）として指定すること

ができる。この場合において、町は、法第８条第２項第２号に規定する行為の制限に関

する事項及び同条第３項に規定する良好な景観の形成に関する方針を当該指定をしよ

うとする重点地区ごとに定めるものとする。 

３ 町長は、景観計画を策定するときは、法第９条の規定によるほか、あらかじめ、その

素案について町民に公表し、その意見を反映させるとともに、第２３条第１項に規定す

る栗山町景観審議会（第３章及び第４章において「審議会」という。）の意見を聴かな

ければならない。 

４ 前項の規定は、景観計画の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）について準用する。 

（景観計画への適合） 

第９条 景観計画区域内において、法第１６条第１項各号に掲げる行為をしようとする者

は、当該行為が景観計画に定める法第８条第４項第２号に規定する規制又は措置の基準

に適合するよう努めなければならない。 

   第３章 行為の届出等 

（届出等を要する行為） 

第１０条 法第１６条第１項第４号に規定する条例で定める行為は、別表に掲げる行為と

する。 

２ 法第１６条第１項若しくは第２項の規定による届出又は同条第５項の規定による通知

は、規則で定めるところにより行わなければならない。 

（届出を要しない行為） 

第１１条 法第１６条第７項第１１号に規定する条例で定める行為は、次の各号に掲げる

行為とする。 

⑴ 届出を要する行為として規則で定める行為以外の行為 

⑵ 前号に掲げるもののほか、景観づくりに支障を及ぼすおそれがないと町長が認める



行為 

（変更命令等の対象となる行為） 

第１２条 法第１７条第１項に規定する特定届出対象行為は、法第１６条第１項第１号又

は第２号の届出を要する行為とする。 

（周辺住民への周知） 

第１３条 町長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出があった場合において、

必要があると認めるときは、当該届出を行った者に対し、当該届出に係る行為の内容を

周辺住民（当該届出に係る行為の場所の周辺に居住する者及び当該届出に係る行為の場

所の周辺の土地又は建築物等に関する権利を有する者で、当該届出に係る行為による影

響が及ぶおそれがあると町長が認める者をいう。以下同じ。）に周知するよう要請する

ことができる。 

２ 前項の要請は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出のあった日から１０日

以内にしなければならない。 

３ 第１項の規定による要請を受けた者は、当該届出に係る行為を行う前に、説明会その

他適切な方法により周辺住民への周知を行い、その理解を得るように努めるものとする。 

４ 前項の周知を行った者は、町長から当該周知に係る記録の提出を求められたときは、

これに応じるものとする。 

（廃屋等の管理の要請） 

第１４条 町長は、景観計画区域内の廃屋、空き地又は遊休地等（以下「廃屋等」という。）

が、良好な景観づくりに支障があると認めるときは、当該廃屋等の所有者又は占有者に

対し、景観づくりに配慮した管理を行うよう要請することができる。 

（勧告の手続） 

第１５条 町長は、法第１６条第３項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじ

め、審議会の意見を聴くことができる。 

２ 町長は、法第１６条第３項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた

者が、その勧告に従わないときは、規則で定めるところにより、その事実を公表するこ

とができる。 

３ 町長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を

聴くとともに、勧告を受けた者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

（変更命令の手続） 



第１６条 町長は、法第１７条第１項又は第５項の規定による命令をしようとするときは、

あらかじめ、審議会の意見を聴くことができる。 

（行為の着手制限期間の短縮） 

第１７条 町長は、法第１６条第１項の規定による届出があった場合において、当該届出

に係る行為が景観計画に定められた当該行為についての基準に適合していると認める

ときは、速やかに、当該届出をした者に対し、法第１８条第２項に規定する期間を短縮

する旨を通知するものとする。 

   第４章 景観重要建造物等の指定 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の手続） 

第１８条 町長は、法第１９条第１項に規定する景観重要建造物又は法第２８条第１項に

規定する景観重要樹木（以下「景観重要建造物等」という。）の指定をしようとすると

きは、あらかじめ審議会の意見を聴くものとする。 

（現状変更の規制の手続） 

第１９条 町長は、法第２２条第１項又は法第３１条第１項の規定による許可をしようと

するときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くものとする。 

（原状回復命令等の手続） 

第２０条 町長は、法第２３条第１項（法第３２条第１項において準用する場合を含む。）

の規定により原状回復若しくはこれに代わるべき必要な措置をとるべき旨を命じよう

とするとき、又は法第２６条若しくは法第３４条の規定により管理の方法の改善その他

管理に関し必要な措置を命じ、若しくは勧告をしようとするときは、あらかじめ、審議

会の意見を聴くものとする。 

（指定の解除の手続） 

第２１条 町長は、法第２７条第２項又は法第３５条第２項の規定による景観重要建造物

等の指定の解除をしようとするときは、あらかじめ審議会の意見を聴くものとする。 

   第５章 景観協定 

（景観協定の認可） 

第２２条 法第８１条第４項の認可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、

町長に申請しなければならない。この場合において、併せて規則で定める図書を提出し

なければならない。 

２ 前項の規定は、法第８４条第１項及び法第８８条第１項の認可について準用する。 



   第６章 栗山町景観審議会 

（設置） 

第２３条 本町の景観づくりを適切に推進するため、栗山町景観審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

２ 審議会は、この条例の規定に定められた事項及び町長の諮問に応じ景観づくりに関す

る事項を調査し、審議するものとする。 

３ 審議会は、景観づくりに関し必要と認める事項について町長に意見を述べることがで

きる。 

（組織等） 

第２４条 審議会は、１０人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

⑴ 学識経験を有する者 

⑵ 町長が必要と認める者 

３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 前３項に掲げるもののほか審議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

   第７章 表彰、助成等 

（表彰） 

第２５条 町長は、本町の景観づくりに著しく寄与していると認められる活動を行った個

人又は団体を表彰することができる。 

（助成等） 

第２６条 町長は、本町の景観づくりに寄与すると認められる活動を行おうとする個人又

は団体に対し、審議会の意見を聴いた上で、技術的な支援又はその活動に要する費用の

一部を助成することができる。 

   第８章 補則 

（委任） 

第２７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、法第９条第６項の景観計画を定めた旨の告示の日から施行する。ただし、



第１条から第８条まで、第２３条及び第２４条の規定は、平成２５年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に北海道景観条例（平成２０年北海道条例第５６号）の規定に

よりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされた処分、手

続その他の行為とみなす。 

３ 北海道景観条例に基づく景観計画は、第８条の規定により景観計画を策定するまでの

間は、同条の規定により定めた景観計画とみなす。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例第１

４号）の一部を次のように改正する。 

別表第１ ４の項中「都市計画審議会」を         に改める。 

別表（第１０条関係） 

行為 行為の規模 

⑴ 土地の形質の変更（都

市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第４条第

１２項に規定する開発

行為を除く。） 

当該行為に関わる土地の面積が３，０００平方メートルを

超えるもの 

⑵ 屋外における土石、廃

棄物、再生資源その他の

物件の堆積（雪、農業の

用に供する有機物資源

（堆肥）の堆積を除く。） 

堆積物の高さ３メートルかつ面積１，０００平方メートル

を超え、堆積期間が３０日以上のもの 

 

「都市計画審議会 

景観審議会  」 


